
 

 

東日本大震災に関わって 

厚労省等から発出された 

障害関連通知等の情報一覧 

（3 月 28 日版） 
 

 

 

厚生労働省から発出した通知 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015ldp.html 

計画停電関連の通知 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014j8f.html 

 

経済産業省の災害情報 

http://www.meti.go.jp/earthquake/commodities/index.html 

 

国土交通省の災害情報（住宅関連） 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/jutakukentiku_house_fr_000035.html 

 

 



 

厚労省【被災障害者への生活等支援関連】 

＜3月 28 日＞ 

●東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震により被災した事業者に係る福祉・介護人材の処遇

改善事業の取扱いについて 

福祉・介護人材の処遇改善事業の対象となっている障害福祉サービス事業者のうち交付要件を満た

すことが一時的に困難となった事業者については、都道府県の判断により柔軟な対応が可能である

ことを都道府県に連絡。（社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課）  

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000016n92-img/2r98520000016qsv.pdf 

 

＜3 月 25 日＞ 

●要援護障害者等の避難所等への搬送について（依頼） 

被災地から避難所等への特に状態の悪い要援護障害者等の搬送に際して、医療関係者による付き添

い又は医療機関等との連携体制の確保等をできるだけ行うよう、都道府県から管内市町村、障害福

祉サービス事業所等への周知を依頼。（社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課）  

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015vnu-img/2r98520000016bck.pdf 

 

＜3 月 25 日＞ 

●平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震に係る災害救助法の弾力引用について（その３） 

公営住宅等を活用して災害救助法に基づく避難所又は応急仮設住宅を設置した場合にも国庫負担

の対象となるので、積極的に被災者の受入れを当たるように要請すると共に、避難所において行わ

れる炊き出し等については、避難所に収容された者に限らず、住宅に被害を受けて炊事のできない

者も対象とされていること等の留意点を周知（社会・援護局総務課）  

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015vnu-img/2r98520000016fzu.pdf 

 

＜3 月 24 日＞ 

●東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震により被災した障害者等に対する支給決定等につ

いて 

被災した障害者等に対する障害福祉サービス、自立支援医療等に係る、支給決定の取扱い、受給者

証の取扱い、利用者負担の徴収猶予等について都道府県等に連絡。（社会・援護局障害保健福祉部

企画課自立支援振興室、障害福祉課、精神・障害保健課）  

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015vli-img/2r985200000165ss.pdf 

 

＜3 月 24 日＞ 

●東北地方太平洋沖地震等に伴う障害者（児）への相談支援の実施等について 

被災地等における障害者（児）の適切な支援の実施、運営基準等の柔軟な取扱い、利用者が遠隔地

へ避難する場合の相談支援等を都道府県等に依頼。（社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課）  

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015vli-img/2r985200000165tc.pdf 

 

＜3 月 24 日＞ 



●県域を越えた避難者の旅館・ホテル等への受入れについて 

（社会・援護局総務課）  

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015vli-img/2r985200000166j9.pdf 

 

＜3 月 23 日＞ 

●地震により被災した発達障害児・者等への避難所等における支援について（その２） 

避難所等における発達障害児・者等に対する支援について、具体的な方法などを掲載した発達障害

情報センターホームページの情報を更新し、専門家や行政との連携した支援の例を紹介したことに

ついて、都道府県等に連絡。併せて、避難所等において支援に携わる者等への周知や避難所等にお

ける掲示などの活用を依頼。（社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課地域移行・障害児支援室）  

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015rt9-img/2r985200000160uc.pdf 

 

＜3 月 23 日＞ 

●被災地の社会福祉施設等におけるインフルエンザ等の感染症対策の一層の徹底について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015rt9-img/2r98520000015zid.pdf 

（健康局結核感染症課、雇用・均等・児童家庭局総務課、社会・援護局福祉基盤課、障害保健福祉

部、老健局総務課）  

 

＜3 月 20 日＞ 

●視聴覚障害者等への避難所等における情報・コミュニケーション支援について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015klk-img/2r98520000015n1n.pdf 

避難所等における視聴覚障害者等への情報・コミュニケーション支援について、関係 団体等との

連携を密にし特段の配慮をするよう全国の都道府県等に依頼。（障害保険福祉部企画課自立支援振

興室）  

 

＜3 月 20 日＞ 

●「東北地方太平洋沖地震」による社会福祉施設等に対する介護職員等の派遣依頼について（追加

連絡） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015klk-img/2r98520000015mjr.pdf 

各都道府県、指定都市、中核市民生主管部局あて（岩手県、宮城県、福島県、仙台市、盛岡市、郡

山市、いわき市を除く）社会福祉施設等に対する介護職員等の派遣依頼について追加連絡。（雇用

均等・児童家庭局総務課、社会・援護局福祉基盤課、老健局高齢者支援課）  

 

＜3 月 18 日＞ 

●「東北地方太平洋沖地震」の発生に伴う要援護者の受入要望について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r98520000015gd8.pdf 

被災県（岩手県・宮城県・福島県）の要望に応じて、被災地の社会福祉施設等から他自治体への施

設等への要援護者の受入れを調整することとし、その旨を通知。（雇用均等・児童家庭局総務課、

社会・援護局福祉基盤課、障害保健福祉部、老健局高齢者支援課）  

 



＜3月 18 日＞ 

●「東北地方太平洋沖地震」の発生に伴う介護職員等の派遣要望について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r98520000015g7x.pdf 

被災県（岩手県・宮城県・福島県）の要望に応じて、被災地の社会福祉施設等のうち介護職員等が

不足している施設等に対し、他自治体からの派遣を調整することとし、その旨を通知。（雇用均等・

児童家庭局総務課、社会・援護局福祉基盤課、障害保健福祉部、老健局高齢者支援課）  

 

＜3 月 18 日＞ 

●「東北地方太平洋沖地震」の発生に伴い医療機関に避難した重度障害者等の生活支援について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r98520000015g4t.pdf 

（社会・援護局障害保健福祉部、老健局振興課）  

 

＜3 月 18 日＞ 

●東北地方太平洋沖地震の発生に伴う生命維持に常時電源が必要な重度障害者等の入院に係る支

援について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r98520000015hl2.pdf 

地震の発生に伴い、生命維持に常時電源が必要な重度障害者等の入院において必要な生活に係る支

援について、障害者自立支援法及び介護保険法における支援の対象として差し支えないことを都道

府県・関係団体等に連絡。（社会・援護局障害保険福祉部障害福祉課、老健局振興課、保険局医療

課）  

 

＜3 月 16 日＞ 

●重症心身障害児（者）通園事業における「東北地方太平洋沖地震」の障害児（者）被災者に対す

る支援について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r985200000157tn.pdf 

被災した重症心身障害児（者）通園事業の利用者に係る利用料について、減免しても差し支えない

ことを各都道府県等に通知。（障害保険福祉部障害福祉課）  

 

＜3 月 16 日＞ 

●地震により被災した発達障害児・者等への避難所等における支援について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r985200000153dd.pdf 

避難所等における発達障害者等に対する支援について、具体的な方法や配慮等の例を、発達障害情

報センター（国立リハビリテーションセンター）の HP において、順次、情報提供することとした

ことについて、都道府県等に連絡。（社会・援護局障害保健福祉部）  

 

＜3 月 11 日＞ 

●3 月 11 日に発生した「東北地方太平洋沖地震」により被災した視聴覚障害者等への避難所等に

おける情報・コミュニケーション支援について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r98520000015h3d.pdf 

被災した視聴覚障害者等に対する情報・コミュニケーション支援について、視聴覚障害者等の状



況・ニーズを把握するとともに、ボランティアや関係団体等と連携を密にし、特段の配慮をするよ

う依頼。（社会・援護局障害保健福祉部） 

 

＜3 月 11 日＞ 

●3 月 11 日に発生した「東北地方太平洋沖地震」により被災した要援護障害者等への対応につい

て 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r98520000015gxp.pdf 

被災した要援護障害者等への対応について、避難所等における対応、障害者支援施設等における受

け入れ、補装具費支給及び日常生活用具給付等事業の弾力的な運用、視聴覚障害者のコミュニケー

ション支援、利用者負担の減免等について、都道府県等に連絡。（社会・援護局障害保健福祉部企

画課、障害福祉課、精神・障害保健課）  

 

＜3 月 11 日＞ 

●高齢者、障害者等の要援護者の緊急対応について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r98520000015aui.pdf 

避難生活が必要となった高齢者、障害者等の要援護者について、旅館、ホテル等の避難所としての

活用や緊急的措置として社会福祉施設への受入を行って差し支えないこととするとともに、社会福

祉施設等の職員確保が困難な施設について、広域的調整の下で職員派遣行うよう依頼。（雇用均等・

児童家庭局総務課、社会・援護局総務課、福祉基盤課、障害保健福祉部、老健局総務課）  

 

＜3 月 11 日＞ 

●東北地方太平洋沖地震により被災した要援護者への対応及びこれに伴う特例措置等について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r98520000015au8.pdf 

（雇用均等・児童家庭局総務課、社会・援護局総務課、障害保健福祉部、老健局総務課）  

 

＜3 月 11 日＞ 

●社会福祉施設における緊急的対応について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r98520000015au0.pdf 

要援護者に対する社会福祉施設における緊急的措置として、施設の定員を超えて受入れを行うとと

もに、施設の空きスペースなどを福祉避難所として提供するよう、全国社会福祉協議会を通じ依頼。

（社会・援護局総務課）  

 

＜3 月 11 日＞ 

●「平成 23 年(2011 年)東北地方太平洋沖地震」の発生に伴う高齢者、障害者等の要援護者への緊

急対応について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r985200000156ky.pdf 

避難生活が必要となっている高齢者、障害者等の要援護者について、被災自治体から旅館、ホテル

に対して避難所等として受入要請があった場合の協力について、全国旅館ホテル同業組合連合会等

に依頼。（健康局生活衛生課）  

 



 



厚労省【医療・介護関連】 

＜3 月 25 日＞ 

●東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震により被災した事業者に係る介護職員処遇改善交

付金の取扱いについて 

介護職員処遇改善交付金の対象となっている介護事業者のうち交付要件を満たすことが一時的に

困難となった事業者については、都道府県の判断により柔軟な対応が可能であることを都道府県に

連絡。（老健局介護保険計画課、振興課）  

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015vnu-img/2r98520000016qtz.pdf 

 

＜3 月 24 日＞ 

●要介護者等の避難所等への搬送について（依頼） 

被災地から避難所等への特に状態の悪い要介護者等の搬送に際して、医療関係者による付き添い又

は医療機関等との連携体制の確保、常備する医薬品等の携行、サービス内容の記録等による情報の

伝達をできるだけ行うよう、都道府県から管内市町村、サービス事業所等への周知を依頼。（老健

局高齢者支援課、振興課、老人保健課）  

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015vli-img/2r985200000165uc.pdf 

 

＜3 月 23 日＞ 

●東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震による被災者に係る利用料等の取扱いについて 

被災した介護サービス利用者等のうち利用料等の支払いが困難な者については、支払いを猶予する

ことができることとした３月１７日付けの事務連絡の対象者の範囲を、福島第一原子力発電所及び

福島第二原子力発電所の事故に伴う屋内退避指示の対象地域から避難又は屋内退避した者にも拡

大することを都道府県に連絡。（老健局介護保険計画課、高齢者支援課、振興課、老人保健課）  

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015rt9-img/2r985200000164m1.pdf 

 

＜3 月 23 日＞ 

●東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震による被災者に係る一部負担金等の取扱いについ

て（その４） 

主たる生計維持者が業務を廃止し、若しくは休止した者又は主たる生計維持者が失職し、収入がな

い者の一部負担金の免除又は猶予について、都道府県等に対し連絡するもの。（保険局医療課、高

齢者医療課、国民健康保険課）  

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015rt9-img/2r985200000163i5.pdf 

 

＜3 月 23 日＞ 

●平成 23 年東北地方太平洋沖地震及び長野県北部地震における医療保険制度の対応について 

これまで発出した医療保険制度の対応について、その概要をまとめた。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015rt9-img/2r985200000160m7.pdf 

（保険局総務課）  

 

＜3 月 23 日＞ 



●東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震による被災者に係る一部負担金等の取扱いについ

て（その３） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015rt9-img/2r98520000015rux.pdf 

（保険局医療課）  

 

＜3 月 22 日＞ 

●東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震による被災者に係る利用料等の取扱いについて 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015rl0-img/2r98520000015xh3.pdf 

被災した介護サービス利用者等のうち利用料等の支払いが困難な者については、支払いを猶予する

ことができることとした３月１７日付けの事務連絡の対象者の範囲の拡大及び疑義解釈について

都道府県に連絡。（老健局介護保険計画課、高齢者支援課、振興課、老人保健課）  

 

＜3 月 22 日＞ 

●東北地方太平洋沖地震等に伴う要援護者等への適切な支援及びケアマネジメント等の取扱いに

ついて 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015rl0-img/2r98520000015rmo.pdf 

各都道府県に対し、被災した要援護者への居宅介護支援及び介護予防支援の実施にあた っての安

否確認やアセスメントの実施による適切な支援を依頼し、居宅介護支援等に係 る基準・報酬上の

取扱いについて周知。（老健局振興課）  

 

＜3 月 18 日＞ 

●東北地方太平洋沖地震による被害者の公費負担医療の取扱いについて（その２） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/153.pdf 

新規に公的負担医療を受けようとする被災者が、今般の災害により居住地のある県から他の都道府

県に避難した場合、当該他の都道府県知事に申請を行う旨等を都道府県に連絡。（健康局疾病対策

課、雇用・均等・児童家庭局母子保健課） 

 

＜3 月 18 日＞ 

●東北地方太平洋沖地震に伴う介護サービス事業所の人員基準等の取扱いについて 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r98520000015i7a.pdf 

介護サービス事業所が被災地に人員を派遣したことにより人員基準を満たさなくなる場合の対応

を柔軟にする。（老健局高齢者支援課、振興課、老人保健課） 

 

＜3 月 18 日＞ 

●東北地方太平洋沖地震に伴い審査支払業務に著しい支障が生じている国民健康保険団体連合会

における特例について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r98520000015hxj.pdf 

診療報酬等の審査支払業務に支障が生じている国民健康保険団体連合会の診療報酬審査委員会の

定足数の特例等について、都道府県等に対し連絡。（保険局国民健康保険課、高齢者医療課）  

 



＜3月 17 日＞ 

●東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震による被災者に係る利用料等の取扱いについて 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r985200000157ug.pdf 

被災した介護サービス利用者等のうち利用料等の支払いが困難な者については、支払いを猶予する

ことができることについて都道府県に連絡。（老健局） 

 

＜3 月 17 日＞ 

●東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震における転入者に係る被保険者資格の認定等につ

いて 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r985200000157uo.pdf 

被災した介護保険制度被保険者が他市町村に転入した際の資格認定の弾力的対応について、都道府

県に連絡。（老健局介護保険計画課）  

 

＜3 月 16 日＞ 

●被災地における透析患者の受入体制の確保等について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r985200000154wu.pdf 

被災地域における透析医療の提供体制が極めて困難な状況となっていることから、日本透析医会等

との協力により、被災地域外での透析患者の受け入れ体制の確保、調整等について、各都道府県に

協力を依頼。（健康局疾病対策課）  

 

＜3 月 15 日＞ 

●平成 23 年東北地方太平洋沖地震における処方箋医療品（医療用麻薬及び向精神薬）の取扱いに

ついて（その２）（医療機関及び薬局への周知依頼） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r985200000156f3.pdf 

医師等の診察を受けられない被災者への向精神薬の提供に関し、薬剤師が事前に医師等から包括的

な施用の指示（患者が持参する薬袋等により薬剤名及び用法用量が確認できる場合、必要最小限度

で提供する等）を受けている場合、医師等への確認が取れなくても向精神薬を提供することが可能

である旨を都道府県等に通知。（医薬食品局監視指導・麻薬対策課）  

 

＜3 月 14 日＞ 

●平成 23 年東北地方太平洋沖地震における処方箋医薬品（医療用麻薬及び向精神薬）の取扱いに

ついて 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r98520000015flk.pdf 

被災地の患者に対して、医師等の受診や医師等からの処方箋の交付が困難な場合でも、症状等につ

いて医師等へ連絡し、施用の指示が確認できる場合には、必要な医療用麻薬または向精神薬を施用

のために交付可能である旨を都道府県等に連絡。（医薬食品局監視指導・麻薬対策課）  

 

＜3 月 12 日＞ 

●平成 23 年東北地方太平洋沖地震における処方箋医薬品の取扱いについて（医療機関及び薬局へ

の周知依頼） 



http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015nw2-img/2r98520000015nxq.pdf 

被災地の患者に対して、医師等からの処方箋の交付が無い場合でも、必要な処方箋医薬品を販売又

は授与可能である旨を都道府県等に連絡。（医薬食品局総務課） 

 

＜3 月 12 日＞ 

●東北地方太平洋沖地震の被災者に係る被保険者証の提示等について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r98520000015f4h.pdf 

要介護認定事務の取扱や被災者が介護保険の被保険者証を提示できない場合であっても利用可能

とする等について各都道府県に依頼。（老健局介護保険計画課、高齢者支援課、振興課、老人保健

課）  

 

＜3 月 11 日＞ 

●災害時の人工透析の提供体制及び難病患者等の医療の確保体制について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r98520000015kcl.pdf 

災害時の人工透析の提供体制及び難病患者等への医療の確保を行うために、社団法人日本透析医会

災害時情報ネットワークの活用など、日本透析医会との連携をとるよう各都道府県に依頼。（健康

局疾病対策課）  

 

＜3 月 11 日＞ 

●東北地方太平洋沖地震による被災者の公費負担医療の取扱いについて 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r985200000156kq.pdf 

公費負担医療を受けている被災者が、医療機関において手帳、患者票等の提出ができない場合にお

いても、受診が可能である旨を都道府県に連絡。（健康局総務課・疾病対策課・結核感染症課、雇

用均等・児童家庭局母子保健課、社会・援護局保護課・援護企画課、社会・援護局障害保健福祉部  

 

＜3 月 11 日＞ 

●３月 11 日に東北地方を中心として発生した地震並びに津波により被災した要介護者等への対応

について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015o17-img/2r98520000015q33.pdf 

被災した要介護者等に関して、実態把握に努めること、介護サービス事業者等に対する協力依頼、

介護保険施設等の施設・設備基準等に関する柔軟な取扱い、利用者負担の減免について、各都道府

県に依頼 （３月１１日 老健局総務課、介護保険計画課、高齢者支援課、振興課、老人保健課）  

 

 



 

厚労省【医療、年金、介護の手続き関連】 

＜3月 18 日＞ 

●東北地方太平洋沖地震で発生した地震による被害を受けた国民年金第１号被保険者に対する保

険料免除制度及び口座振替停止手続の周知について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r98520000015h43.pdf 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r98520000015h4b.pdf 

国民年金保険料の災害時の特例免除及び保険料の口座振替停止を希望する者の手続の必要性につ

いて、日本年金機構及び地方厚生（支）局に周知を依頼。（年金局事業管理課）  

 

＜3 月 18 日＞ 

●「東北地方太平洋沖地震に係る社会保険料の納期限の延長等について」の一部改正について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r98520000015h3n.pdf 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r98520000015h3v.pdf 

被災地域にある事業所について、厚生年金保険料（健康保険・子ども手当に係る拠出金・船員保険

含む）の口座振替を一律に停止する旨を日本年金機構及び地方厚生（支）局に通知。（年金局事業

管理課）  

 

＜3 月 15 日＞ 

●東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震で被災した被保険者等の一部負担金等の取扱いに

ついて 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r985200000156cc.pdf 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r985200000156dp.pdf 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r985200000156ef.pdf 

住宅が全半壊した者などに対しては、医療機関は患者から患者負担分を徴収せず、審査支払機関へ

患者負担分も含めて全額（１０割）を請求することができる旨を関係団体等を通じて医療機関に連

絡。併せて、一部負担金等については、免除・猶予することが可能なことを、改めて保険者に対し

連絡。（保険局保険課、保険局国民健康保険課、保険局高齢者医療課、保険局医療課）  

 

＜3 月 13 日＞ 

●東北地方太平洋沖地震に係る社会保険料の納期限の延長等について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r985200000156ii.pdf 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r985200000156iq.pdf 

被災地域にある事業所について、厚生年金保険料（健康保険・こども手当拠出金・船員保険含む）

の納付期限の延長及び猶予を行う旨、障害基礎年金の支給停止等について等を日本年金機構及び地

方厚生（支）局に通知。（年金局事業管理課）  

 

 



 

厚労省【計画停電への対応関連】 

＜3月 25 日＞  

●東京電力株式会社による計画停電に係る人工呼吸器等使用の在宅療養患者に対する注意喚起に

ついて（依頼４） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014j8f-img/2r98520000016g2p.pdf 

 

＜3 月 23 日＞  

●東京電力株式会社等による計画停電に係る公費負担医療の取扱いについて（健康局疾病対策課、

雇用均等・児童家庭局母子保健課、社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014j8f-img/2r985200000165ko.pdf 

 

＜3 月 16 日＞ 

●人工呼吸器を利用する在宅医療患者の緊急相談窓口の設置について（健康局疾病対策課） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014j8f-img/2r9852000001538y.pdf 

 

＜3 月 16 日＞ 

●人工呼吸器を利用する在宅医療患者の緊急相談窓口の設置について（医政局政策医療課、労災補

償部労災管理課、年金局事業管理課） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014j8f-img/2r98520000015jcg.pdf 

 

＜3 月 15 日＞ 

●人工呼吸器を利用する在宅医療患者の緊急相談窓口の設置について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r985200000156ev.pdf 

（医政局政策医療課、労働基準局労災補償部労災管理課、年金局事業企画課社会保険病院等対策室）  

 

＜3 月 15 日＞ 

●人工呼吸器を利用する在宅医療患者の緊急相談窓口の設置について（情報提供）（健康局疾病対

策課） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014j8f-img/2r985200000155r3.pdf 

 

＜3 月 15 日＞ 

●人工呼吸器を利用する在宅医療患者の緊急相談窓口の設置について（医政局政策医療課、労災補

償部労災管理課、年金局事業管理課） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/523.pdf 

 

＜3 月 15 日＞ 

●東北電力株式会社による計画停電に係る人工呼吸器等使用の在宅療養患者に対する注意喚起に

ついて（依頼）（健康局疾病対策課）

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014j8f-img/2r985200000155qv.pdf 



 

＜3 月 15 日＞ 

●東北電力株式会社による計画停電に係る人工呼吸器等使用の在宅療養患者に対する注意喚起に

ついて（依頼２）（健康局疾病対策課）

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014j8f-img/2r985200000155ql.pdf 

 

 

＜3 月 14 日＞ 

●東京電力株式会社による輪番停電に係る人工呼吸器等使用の在宅療養患者に対する注意喚起に

ついて（依頼２）（健康局疾病対策課） 

 http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014j8f-img/2r985200000155qd.pdf 

 

＜3 月 14 日＞ 

●東京電力株式会社による輪番停電に係る人工呼吸器等使用の在宅療養患者に対する注意喚起に

ついて（依頼３）（健康局疾病対策課） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014j8f-img/2r985200000155pa.pdf 

 

＜3 月 14 日＞ 

●東北電力株式会社による計画停電に係る人工呼吸器等使用の在宅療養患者に対する注意喚起等

についての保健所への周知について（健康局総務課） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014j8f-img/2r98520000015kcd.pdf 

 

＜3 月 14 日＞ 

●東北電力株式会社による計画停電に係る在宅医療機器使用患者の対応について（医政局経済課）  

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014j8f-img/2r98520000014ucn.pdf 

 

＜3 月 14 日＞ 

●東北電力株式会社による輪番停電に係る社会福祉施設及び介護保険施設等の対応について（雇用

均等・児童家庭局総務課、社会・援護局総務課、障害保健福祉部企画課、老健局総務課） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014j8f-img/2r98520000014ucv.pdf 

 

＜3 月 13 日＞ 

●東京電力株式会社による輪番停電に係る医療機関の対応について（医政局指導課） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014j8f-img/2r98520000014ja3.pdf 

 

＜3 月 13 日＞ 

●東京電力株式会社による輪番停電に係る人工呼吸器等使用の在宅療養患者に対する注意喚起に

ついて（依頼）（健康局疾病対策課） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014j8f-img/2r98520000014jcd.pdf 

 



＜3月 13 日＞ 

●東京電力株式会社による輪番停電に係る人工呼吸器等使用の在宅療養患者に対する注意喚起等

についての保健所への周知について（健康局総務課） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014j8f-img/2r98520000015ka6.pdf 

 

＜3 月 13 日＞ 

●東京電力株式会社による輪番停電に係る在宅医療機器使用患者の対応について（医政局経済課） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014j8f-img/2r98520000014jf8.pdf 

 



 

厚労省【雇用、労災の手続き関連】 

＜3月 25 日＞ 

●平成 23 年東北地方太平洋沖地震に伴う労働条件、安全衛生、労働保険、労災補償等に関する緊

急相談窓口の開設について 

被災地域等の労働局及びその管内の労働基準監督署を中心に、労働条件、安全衛生、労働保険、労

災補償等に関する労働者や事業主からの相談対応するため、緊急相談窓口の開設について都道府県

労働局に対して指示するもの。（労働基準局）  

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015vnu-img/2r98520000016g2h.pdf 

 

＜3 月 24 日＞ 

●「東北地方太平洋沖地震と労災保険Ｑ＆Ａ」の送付ついて 

震災・津波に遭遇した場合の労災保険の取扱いをＱ＆Ａとして作成し、被災者やその遺族にわかり

やすく説明するよう都道府県労働局に通知。（労働基準局労災補償部）  

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015vli-img/2r9852000001653g.pdf 

 

＜3 月 24 日＞ 

●東北地方太平洋沖地震に係る業務上外の判断等について 

被災地では労災認定のための資料が散逸していることが予想されるため、資料がない場合の調査要

領を定めて、迅速な労災補償を行う。（労働基準局労災補償部）  

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015vli-img/2r985200000164xv.pdf 

 

＜3 月 23 日＞ 

●平成 23 年東北地方太平洋沖地震に伴う未払賃金の立替払事業の運営について 

地震の直接的な被害により事業活動が停止した被災地域の中小企業に雇用されていた労働者に係

る未払賃金の立替払について、申請に必要な書類の簡略化等を行い、迅速な処理を行うよう、関係

労働局宛に通知。（労働基準局監督課）  

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015rt9-img/2r98520000016089.pdf 

 

＜3 月 18 日＞ 

●平成 23 年東北地方太平洋沖地震に伴う労働基準法のＱ＆Ａ（第１版） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r98520000015fyy.pdf 

地震に伴う休業に関する取扱いについて、「労働基準法等に関するＱ＆Ａ（第１版）」を作成し、周

知。（労働基準局監督課）  

 

＜3 月 17 日＞ 

●東北地方太平洋沖地震等の発生に伴う雇用調整助成金の特例について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r98520000015aw6.pdf 

震災被害に伴う経済上の理由により雇用調整助成金を利用する事業のうち、当面、特に被害の大き

かった青森、岩手、宮城、福島、茨城の５県の災害救助法適用地域に所在する事業所の事業主につ



いては、支給要件の緩和（事業活動縮小の確認期間を３か月から１か月に短縮すること、生産量等

が減少見込みの場合でも申請を可能にすること、計画届けの事後提出を可能にすること）を実施。

あわせて、雇用調整助成金の活用事例について事業主に周知。（職業安定局雇用開発課） 

 

＜3 月 17 日＞ 

●東北地方太平洋沖地震の発生に伴う雇用調整助成金の特例の実施に係る留意事項について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r98520000015avy.pdf 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r98520000015avc.pdf 

各種助成金について、災害時における支給申請期限に係る取扱い（支給申請が可能になった後、一

定期間内に支給申請等を行えば期限までに支給申請等があったものとして取り扱う）を事業主の方

へお知らせするよう都道府県労働局に指示。（職業安定局雇用開発課）  

 

＜3 月 15 日＞ 

●東北地方太平洋沖地震に係る障害者雇用納付金の納付期限の延長等について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r985200000155y4.pdf 

被災地域内に主たる事務所が所在する事業主について、障害者雇用納付金の納付期限を延長する旨、

被災地域外に主たる事務所が所在する事業主に対しても、一定の要件を満たす場合は納付を猶予す

る旨を、（独）高齢・障害者雇用支援機構及び都道府県労働局あて通知。（高齢・障害者雇用対策部

障害者雇用対策課）  

 

＜3 月 14 日＞ 

●東北地方太平洋沖地震に係る労働保険料等の納期限の延長について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r98520000015jb6.pdf 

被災地域にある事業所について、労働保険料（一般拠出金を含む。）の納付期限の延長及び猶予を

行う旨を都道府県労働局長に通知及び関係団体に周知依頼。（労働基準局労災補償部労働保険徴収

課）  

 



 

厚労省【被災者、被災企業への貸付け等による経済的支援】 

＜3月 25 日＞ 

●生活福祉資金貸付（福祉資金〔緊急小口資金〕）の特例に係る留意事項について 

各都道府県へ、生活福祉資金貸付の特例に係る留意事項について、原発事故に伴う屋内待機指示の

対象となった地域も含まれるものであることを、管内の都道府県社会福祉協議会へ周知を依頼。（厚

生労働省社会・援護局地域福祉課）  

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015vnu-img/2r98520000016kjq.pdf 

 

＜3 月 18 日＞ 

●生活福祉資金貸付（福祉資金〔緊急小口資金〕）の特例に係る留意事項について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r98520000015eft.pdf 

（社会・援護局地域福祉課）  

 

＜3 月 15 日＞ 

●被災した社会福祉施設、医療機関等に対し、独立行政法人福祉医療機構の災害復旧貸付について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r985200000156h8.pdf 

被災した社会福祉施設、医療機関等に対し、独立行政法人福祉医療機構の災害復旧貸付について融

資率等の優遇措置を図る旨、各都道府県に通知（社会・援護局福祉基盤課、医政局総務課）  

 

 

 



 

国交省【住宅関連】 

●国交省緊急災害対策本部（住宅局）第２７回資料 

http://www.mlit.go.jp/common/000139175.pdf 

 

＜3 月 24 日＞ 

●国交省緊急災害対策本部（住宅局）第２４回資料 

http://www.mlit.go.jp/common/000138727.pdf 

 

＜3 月 22 日＞ 

●国交省緊急災害対策本部資料（住宅局） 

http://www.mlit.go.jp/common/000138412.pdf 

 

＜3 月 21 日＞ 

●被災者向け公営住宅等情報センターの設置について 

http://www.mlit.go.jp/report/press/house03_hh_000048.html 

 

＜3 月 18 日＞ 

●応急仮設住宅の建設着手について 

http://www.mlit.go.jp/common/000138109.pdf 

 

 



 

経産省【ガソリン等関連】 

●東北地方の LP ガス等の供給確保について（3 月 27 日現在） 

http://www.meti.go.jp/earthquake/commodities/lp_gas_0328.pdf 

 

●3 月 27 日時点のガソリン等の供給確保状況 

http://www.meti.go.jp/earthquake/commodities/oil0327.pdf 

 

●陸前高田市における仮設ミニ SS について 

http://www.meti.go.jp/press/20110326004/20110326004-1.pdf 

http://www.meti.go.jp/press/20110326004/20110326004-2.pdf 

http://www.meti.go.jp/earthquake/commodities/miniss0327.pdf 

 

●3 月 24 日時点のガソリン等の供給確保状況 

http://www.meti.go.jp/earthquake/commodities/oil0324.pdf 

 

●東北地方の LP ガス等の供給確保について（3 月 23 日現在） 

http://www.meti.go.jp/earthquake/commodities/lp_gas.pdf 

 

●3 月 22 日時点のガソリン等の供給確保状況 

http://www.meti.go.jp/earthquake/commodities/oil0322.pdf 

民間備蓄義務分を 70 日分から 45 日分に引き下げ、被災地へのガソリン等の供給を確保。関東圏は

21 日より、ほぼ平年並みの供給量に。 

 


